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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （千円） 4,508,220 4,921,440 5,127,530 4,514,514 4,888,490

経常利益 （千円） 78,065 68,862 66,997 111,333 101,865

当期純利益又は

当期純損失（△）
（千円） △82,294 41,665 229,370 199,604 104,250

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 3,507,423 3,507,423 1,993,096 1,993,096 1,993,096

発行済株式総数 （株） 48,849,935 48,849,935 48,849,935 48,849,935 48,849,935

純資産額 （千円） 3,367,479 3,511,751 3,748,271 3,927,645 4,088,573

総資産額 （千円） 6,830,485 6,640,751 6,471,588 7,103,133 8,735,131

１株当たり純資産額 （円） 70.45 73.46 78.41 82.16 85.53

１株当たり配当額
（円）

－ － 1.00 1.00 1.00

（１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
（円） △1.72 0.87 4.80 4.18 2.18

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 49.3 52.9 57.9 55.3 46.8

自己資本利益率 （％） △2.4 1.2 6.1 5.1 2.5

株価収益率 （倍） － 265.0 30.6 31.1 78.4

配当性向 （％） － － 20.8 23.9 45.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △61,819 122,208 105,291 △67,266 △203,600

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △56,515 54,290 24,150 △212,271 △743,948

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 175,295 △389,629 △365,851 392,910 993,049

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 779,479 566,349 329,939 443,311 488,812

従業員数
（名）

178 175 182 189 184

（外、平均臨時雇用者数） (26) (26) (34) (37) (42)

（注）１　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用会社を有していないため、記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第70期、第71期、第72期および第73期は潜在株式が存在

しないため記載しておりません。第69期は潜在株式が存在しないため、また、当期純損失であるため記載し

ておりません。

５　配当性向については、第69期および第70期は無配のため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和24年４月 東京都大田区大森において宮入敏が、株式会社宮入製作所を創立。

昭和32年12月 米国QPLの認定工場となる。

昭和35年２月 甲府工場落成を契機に商標を登録し、株式会社エムエスバルブ製作所（資本金20,000千円）を設

立、再発足。

昭和35年６月 資本金を40,000千円に増資（有償１：１）。

昭和37年８月 資本金を100,000千円に増資（有償１：1.5）。

昭和37年12月 株式の額面変更のため、昭和24年４月８日設立の同名の株式会社エムエスバルブ製作所に吸収合

併され再発足。

昭和38年９月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和39年２月 甲府工場JIS表示許可工場となる。

昭和39年５月 商号を「株式会社宮入バルブ製作所」と変更。

昭和39年５月 宮入バルブ販売株式会社を吸収合併。

昭和43年10月 資本金を300,000千円に増資。

昭和44年２月 日本LPガスプラント協会認定検査会社となる。

昭和46年５月 リンクジョイントの製造販売に着手する為、定款（目的）の一部を変更。

昭和46年６月 甲府工場通産大臣認定工場となる。

昭和46年７月 高圧ガス保安協会認定検査会社となる。

昭和46年12月 資本金を450,000千円に増資。

昭和48年４月 資本金を550,000千円に増資。

昭和59年３月 昭和56年後期よりLPガスの高圧部に取付ける安全装置の開発に着手し、昭和59年より販売開始。

昭和63年12月 資本金を1,250,000千円に増資。

平成元年９月 資本金を2,315,000千円に増資。

平成８年８月 国際規格ISO9001の認証を取得。

平成17年３月 株式会社バナーズ（東京証券取引所　市場第二部）が当社の親会社となる。

平成19年３月 株式会社バナーズとの親子会社関係を解消。

平成19年５月 100％出資の連結子会社MSエイジア株式会社を設立。

平成19年５月 資本金を2,465,457千円に増資。

平成19年６月 資本金を2,985,646千円に増資。

平成19年７月 資本金を2,065,646千円に減資。

平成19年８月 資本金を2,252,333千円に増資。

平成19年８月 連結子会社MSエイジアが、ベトナムに100％出資の在外子会社MS ASIA VIETNAM CO.,LTDを設立。

平成19年11月 資本金を2,292,699千円に増資。

平成19年12月 資本金を2,373,432千円に増資。

平成20年１月 資本金を2,681,223千円に増資。

平成20年３月 資本金を3,264,423千円に増資。

平成20年３月 連結子会社MSエイジア株式会社の全株式を譲渡し、親子会社関係を解消。

平成20年６月 資本金を3,507,423千円に増資。

平成22年７月 国際規格ISO14001の認証を取得。

平成27年６月 資本金を1,993,096千円に減資。
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３【事業の内容】

　当社は、ＬＰＧ（液化石油ガス）・ＬＮＧ（液化天然ガス）等のエネルギーガスを中心に各種ガス体を制御するバ

ルブや機器類の製造及び販売を行っている企業です。

　当社事業は、単一セグメントであるため、製品の種類別に事業の概要を記載しております。

(1）黄銅弁

　容器用弁は、ＬＰＧを使用するための一般家庭で使用されている２～50ｋｇの容器、工業用の500ｋｇ容器、あ

るいはタクシー等の自動車用の容器等各分野で使用されている容器に各種容器用弁が取り付けられて使用されてお

ります。バルク貯槽用付属機器弁類は、集合住宅やファミリーレストラン等の外食産業及び工業用に使用されてお

ります。

(2）鉄鋼弁

　ＬＰガス貯槽設備用弁類は、陸上用設備、陸上輸送用設備、海上輸送用設備等に使用されている弁類や機器類

（液面計等）であり、用途に応じた利便性を追求し製作しております。また、最近地球に優しいエネルギーとして

脚光を浴びているＬＮＧに関する貯蔵や消費する設備、輸送するためのローリー車の他、ＬＮＧを燃料とする船等

の弁類の提供や、医療用の酸素や空気を制御する弁類、さらには美術館や博物館等の火災時の消火設備に使用され

る弁類等多岐に渡って皆様の生活を支えております。

(3）その他

　バルブは、金属製のパイプや合成ゴム（ＮＢＲ等）製のホース等の管類を繋いで使用されますが、その他バルブ

の取付け時に使用される周辺機器の提供や、ＬＰＧ等の貯蔵量を遠方で測定し、残量を監視する端末機等を提供し

効率のよいガスの使用に役立たせていただいております。

(4）屑売上高

　屑とは、黄銅製のバルブ製作時に発生する黄銅材の削り屑のことであり、当社におきましては、黄銅材の材料価

格が一般材料に比べ高価なため材料メーカーへ売却しております。

 

　当社は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」のとおり平成30年３月31日現在、関係会社を有しておりませ

んので、当社の事業の系統図を示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

184（42） 44.0 13.2 4,719,119

（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　当社は単一セグメントであるため、従業員数の合計を記載しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　従業員数は就業人員数であり、契約社員・準社員・臨時社員・パートおよび嘱託社員は（　）外数で記載し

ております。

 

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合は、JAM（産業別労働組合）に加入しており、平成30年３月31日現在における組合員数は129名で

ユニオンショップ制であります。なお、労使間は安定しており、特に問題はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営方針

　当社は「共栄、団結、自律」を経営理念（経営の基本方針）として、以下を実現していきます。

①　顧客満足度No.１を目指します。

②　新製品・新市場に果敢にチャレンジします。

③　株主、従業員等ステークホルダーに対する利益還元を重視します。

 

（注）　共栄　：　社会、お客様、役職員、株主様と「共に栄える」を目指します。

団結　：　役職員全員が「緊密なチームワーク」をもって共栄を実現します。

自律　：　役職員全員が夫々の持ち場で「自らを律して」業務に邁進します。

 

(2）経営戦略等

　主力製品であるＬＰガス容器用弁市場が縮小傾向にあるなか、会社の成長を支える新しい製品群（ＬＮＧ用弁、

水素用弁、食品加工用サニタリー弁、一般配管用汎用弁等）の開発と販売拡大に力点を置き、一方で、生産性向

上、原価低減を進めることにより、収益体質の強化に努めることを主眼として経営を行っています。

①　営業戦略

　主力製品であるＬＰガス容器用弁およびＬＰガス設備用弁の販売においては、既存シェアの維持拡大を目指す

とともに、生産ラインの更新による生産性向上、海外ＯＥＭによる海外市場の開拓と適正利益の確保を図ってい

ます。

　ＬＰガスバルク供給システムの各種弁類は今後10年にわたり設置後20年経過の更新需要が見込まれるため、現

在のトップシェアを維持拡大すべく、在庫作りこみによる短納期対応を徹底していきます。

　また、既存代理店やさまざまな分野の国内外の優良メーカーとの交流を深め、製品開発と新分野に対する総合

的な営業力の拡充、強化を図っていきます。

②　製品開発

　ＬＰガス用弁類・関連製品の開発に加え、クリーンエネルギーとして注目されているＬＮＧ用弁類、液体水素

用弁類、圧縮水素用弁類等の超低温弁分野、食品加工分野のサニタリー弁類、一般配管用の汎用弁類の開発を更

に加速させていく方針です。

③　生産改善

　ＬＰガス容器用弁の生産性を飛躍的に向上させるため、平成30年７月の本格稼働を目標に一貫生産設備の更新

に着手しました。また、生産性向上を追求するため、すべての工程でバーコードによる出来高管理を導入し、生

産リードタイムの短縮、作業効率の改善を図っています。さらに、不適合品の撲滅、固定費の削減、部材調達の

多様化等により原価低減を持続的に推進しています。

④　人材育成

　役職員の能力評価、業績評価を定期的に行い、社内外の適切な研修・教育機会を設け、プロ意識の高い人材を

育成すべく全社的取り組みを強化・推進しています。

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社は平成26年９月８日付で中期経営計画を策定し、平成30年３月期における中期経営指標として下記の数値目

標を掲げましたが、その後の経営環境の変化により期限内での達成が困難であると認識しております。しかしなが

ら、現在これら指標を達成するための取り組みを強化しておりますので、数値目標はそのまま維持し、出来るだけ

早期に達成するよう努めてまいります。

①　売上高　　　60億円以上

②　営業利益率　６％～８％を持続的に達成
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(4）経営環境

　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善により緩やかな回復基調にあるものの、行政への

信頼感が低下し国内政治の不安定性が増してきております。また、海外においても、欧米の経済は概ね順調な回復

基調にありますが、北朝鮮や中東の地政学リスクの存在、英国のＥＵ離脱問題、米国の対外政策の動向等、各国の

政治が世界経済におよぼすリスクが高まっており、総じて先行きへの不透明感が強く、予断を許さない状況が続い

ております。

 

(5）株式会社の支配に関する基本方針について

　当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については特に定めてお

りません。

 

(6）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社のコア事業であるＬＰガス用弁に次ぐ「第２の柱」確立のため、ＬＮＧおよび水素用弁を核とする低温弁事

業を拡大するため、化学プラントが多数立地し低温弁の需要集積地である瀬戸内・周防地域において集中した新規

顧客開拓を実施すべく同地域の中心に位置する広島市に新たな営業拠点を開設しました。また、低温弁の営業ター

ゲット先発掘のため、社長直属のマーケティング担当者を大阪営業所に配属し、活発な新規開拓活動を開始してお

ります。

　さらに、新事業分野への事業拡大に対応するため、第73回定時株主総会において当社定款の第２条（目的）に

８.果樹栽培および観光農園の運営　９.食品の加工および販売　10.酒類の製造および販売の３項目を追加する内

容の第２号議案「定款一部変更の件」を付議し、承認可決されました。これは当社が山梨県内の食品加工事業に直

接投資を行い、当該投資先の工場を利用して製品開発を行うこと、地場産業参入による地域貢献および将来の従業

員の雇用受け皿作りを目指したものであります。

　生産性向上、原価低減については、長年の懸案であったＬＰガス容器用弁の一貫生産ラインを構築中である他、

甲府工場に試作業務を担当する製造開発部を設置し、部品加工の内製化、原価低減策の実行、開発品の設計リード

タイム短縮、納期短縮を行っております。また、不採算製品の海外ＯＥＭ化、カバーニャ社との提携強化により、

収益改善を着実に進めてまいります。

 

 

２【事業等のリスク】

　当社の財政状態、経営成績および株価等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクは当事業年度末現在において、

以下のようなものがあります。

　なお、当社は、これらリスクの発生の可能性を認識し、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存であり

ます。

(1）公的規制

　当社の主力製品でありますＬＰガス容器用弁の売上は、「高圧ガス保安法」による法的規制に影響されるところ

が大であります。「高圧ガス保安法」等の関連する各種の法規制および行政施策の変更等により当社の財政状態お

よび経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(2）原材料価格および為替の変動

　ＬＰガス容器用弁の主要原材料である黄銅材および鉄鋼製装置用弁の主要原材料である鋳物の価格その他の副資

材である各種化成品の価格は、製造原価に大きく影響いたします。原材料価格は、為替相場にも依存することが大

きく、その市場価格が大きく変動した場合、当社の財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(3）特定の取引先への依存

　当社の取引高は、得意先の上位３社に売上高の32.8％が集中しており、得意先の販売動向、経営成績および財政

状況等が当社の財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(4）減少傾向にあるＬＰガス関連製品の国内市場規模

　現在の事業の核となっているＬＰガス用弁類の国内市場規模は、長期的には緩やかに縮小していくことが予想さ

れております。今後、ＬＰガス用弁類の製造および販売のみに偏った事業展開を長期に継続した場合、当社の財政

状態および経営成績が悪化する可能性があります。

(5）株価変動

　当社は、取引先を中心に市場性のある株式を保有しておりますので、株価の変動により財政状態および経営成績

等に影響を及ぼす可能性があります。

(6）製品の欠陥

　当社は、国内および海外の品質基準により製品の製造を行い、全ての製品につき欠陥が発生しないように万全の

品質保証体制を整えておりますが、万が一品質不良、品質事故が発生した場合、対外コストや製品の市場評価の低

下により、財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(7）金融コストの変動
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　当社は、資金調達を金融機関からの借入れおよび社債発行等により実施しておりますが、金融市場の動向および

当社の業績等により資金調達コストの変動リスクを負っており、その変動により財政状態および経営成績等に影響

を及ぼす可能性があります。

(8）訴訟

　当社は、業務の遂行にあたり法令遵守などコンプライアンス重視の経営に努めておりますが、国内外の事業活動

の遂行にあたり、刑事・民事・独占禁止法・製造物責任法・知的財産権・環境問題等に関連した訴訟を提起される

リスクを負っており、その結果、財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(9）その他

　当社は、上記以外の項目に関しても天変地異を含む偶発事象に起因する事業環境の変動リスクを負っており、そ

の変動により財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績等の状況の概要

　当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状

況の概要は次のとおりであります。

 

　①財政状態及び経営成績の状況

　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善により緩やかな回復基調にあるものの、行政への

信頼感が低下し国内政治の不安定性が増してきております。また、海外においても、欧米の経済は概ね順調な回復

基調にありますが、北朝鮮や中東の地政学リスクの存在、英国のＥＵ離脱問題、米国の対外政策の動向等、各国の

政治が世界経済におよぼすリスクが高まっており、総じて先行きへの不透明感が強く、予断を許さない状況が続い

ております。

　このような状況のなか、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当事業年度末の流動資産は、前事業年度末に比べて、853百万円増加して3,982百万円となりました。これは主

に、現金及び預金の増加41百万円、商品及び製品の増加571百万円および原材料及び貯蔵品の増加142百万円による

ものです。

　固定資産は、前事業年度末に比べて、778百万円増加して4,752百万円となりました。これは主に、建物（純額）

の増加262百万円および建設仮勘定の増加434百万円によるものです。

　この結果、資産合計は前事業年度末に比べて、1,631百万円増加して8,735百万円となりました。

　当事業年度末の流動負債は前事業年度末に比べて、697百万円増加して2,558百万円となりました。これは主に、

短期借入金の増加345百万円、未払金の増加110百万円および設備関係支払手形の増加132百万円によるものです。

　固定負債は、前事業年度末に比べて、773百万円増加して2,087百万円となりました。これは主に、長期借入金の

増加808百万円による一方で、退職給付引当金の減少63百万円によるものです。

　この結果、負債合計は前事業年度末に比べて、1,471百万円増加して4,646百万円となりました。

　当事業年度末の純資産合計は、前事業年度末に比べて、160百万円増加して4,088百万円となりました。これは主

に、当期純利益104百万円およびその他有価証券評価差額金の増加104百万円により増加する一方で、剰余金の配当

により47百万円減少したためです。

　この結果、自己資本比率は前事業年度末の55.3％から46.8％となりました。

 

ｂ．経営成績

　当事業年度の売上高は、黄銅弁関連製品が2,786百万円（前期比3.9％増）、鉄鋼弁関連製品が1,245百万円（前

期比14.7％増）、その他112百万円（前期比28.0％減）、作業屑が743百万円（前期比26.0％増）となり、合計で

4,888百万円（前期比8.3％増）となりました。

　黄銅弁のうち、ＬＰガス容器用弁は新容器切替え、再検査需要低迷を背景として、売上高は1,867百万円（前期

比1.9％減）となりました。一方で、ＬＰＧバルク貯槽用付属機器は550百万円（前期比22.8%増）、設備用は363百

万円（前期比10.2％増）と順調に推移しました。

　鉄鋼弁のうち、設備用は591百万円（前期比47.3％増）、ＬＰＧバルク貯槽用付属機器は234百万円（前期比

9.5％増）、車載用は159百万円（前期比12.9％増）と、いずれも売上高が増加しましたが、船舶用は当社製品が使

用されている船舶建造数の減少に伴い223百万円（前期比20.8％減）と売上高が減少しました。

　損益面につきましては、ＬＰガス容器用弁をはじめとする黄銅弁の主要原材料である黄銅材の価格が年初から上

昇し材料費が高値で推移したこと、従業員の待遇改善に伴う人件費の増加、および消耗品費、荷造費等の諸掛が上

昇したこと等により、収益性が圧迫され、営業利益は57百万円（前期比50.6％減）となりました。また、営業外収

益に保険解約返戻金38百万円を計上したことにより経常利益は101百万円（前期比8.5％減）となり、さらに、特別
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利益に固定資産売却益30百万円を計上したことにより、当期純利益は104百万円（前期比47.8％減）となりまし

た。

 

　②キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して45百万円増加

し、当事業年度末には488百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は203百万円となりました。これは主に、税引前当期純利益132百万円、仕入債務の

増加額131百万円および保険解約返戻金の受取額255百万円により増加する一方で、たな卸資産の増加額730百万円

により減少するものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は743百万円となりました。これは主に、有形固定資産の売却収入103百万円により

増加する一方で、投資有価証券の取得による支出170百万円および有形固定資産の取得による支出671百万円により

減少するものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は993百万円となりました。これは主に、短期借入金の純増額345百万円および長期

借入金の借入れによる収入1,000百万円により増加する一方で、長期借入金の返済による支出290百万円および配当

金の支払額47百万円により減少するものです。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当社は、高圧ガス用バルブおよび関連機器類の製造、販売を主たる業務にしておりますが、製品種類別に示すと下

記のとおりになります。

　なお、製品の種類別情報につきましては、当事業年度から製品区分を一部変更しております。この変更に伴い、前

期比につきましても変更後の区分に組み替えた数値を記載しております。

　当事業年度の生産実績は、下記のとおりであります。

製品種類等
当事業年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

前期比（％）

黄銅弁（千円） 2,899,728 97.6

鉄鋼弁（千円） 1,207,030 92.7

その他（千円） － －

合計 4,106,758 96.1

（注）１　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

ｂ．受注実績

　当社は、一部の製品につき受注生産を行っておりますが、基本的には需要予測に基づく見込み生産を行っており

ますので記載を省略しております。
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ｃ．販売実績

　当事業年度の販売実績は、下記のとおりであります。

製品種類等
当事業年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

前期比（％）

黄銅弁（千円） 2,786,572 103.9

鉄鋼弁（千円） 1,245,499 114.7

その他（千円） 112,838 72.0

屑売上高（千円） 743,579 126.0

合計 4,888,490 108.3

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前事業年度 当事業年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

サンエツ金属株式会社 435,774 9.7 561,979 11.5

昌栄機工株式会社 382,069 8.5 549,285 11.2

矢崎エナジーシステム株式会社 540,422 12.0 492,036 10.1

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識および分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針および見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

　財務諸表の作成にあたっては、期末における資産、負債の報告金額および収益、費用の報告金額に影響を与える

見積り、判断および仮定を行うことが必要となります。当社は、財務諸表作成の基礎となる見積り、判断および仮

定を過去の経験や状況に応じ合理的と判断される入手可能な情報により継続的に検証し、意思決定を行っておりま

す。しかしながら、これらの見積り、判断および仮定は不確実性を伴うため、実際の結果と異なる場合がありま

す。

　見積り、判断および仮定により当社の財務諸表に重要な影響を及ぼすと考えている項目は次のとおりです。

 

（たな卸資産）

　当社は、将来推定される需要および市場状況に基づく時価の見積額と原価との差額について、評価減を計上して

おります。今後の需要または市場状況が悪化した場合、追加の評価減が必要となる可能性があります。

（貸倒引当金）

　当社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、貸倒引当金を計上しております。この貸倒引当金は、期

末の一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を見積った金額です。顧客の財務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要とな

る可能性があります。

（繰延税金資産）

　当社は、将来の回収可能性を十分に検討した上で、回収可能額を繰延税金資産として計上しております。なお、

業績の動向によっては繰延税金資産の取崩が必要となる可能性があります。
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②当事業年度の経営成績等の状況に関する認識および分析・検討内容

ａ．経営成績等

１）財政状態

（流動資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べて、853百万円増加して3,982百万円となりました。これは主に、現金及び預

金の増加41百万、商品及び製品の増加571百万円および原材料及び貯蔵品の増加142百万円によるものです。

（固定資産）

　固定資産は、前事業年度末に比べて、778百万円増加して4,752百万円となりました。これは主に、建物（純

額）の増加262百万円および建設仮勘定の増加434百万円によるものです。

（流動負債）

　流動負債は前事業年度末に比べて、697百万円増加して2,558百万円となりました。これは主に、短期借入金の

増加345百万円、未払金の増加110百万円および設備関係支払手形の増加132百万円によるものです。

（固定負債）

　固定負債は、前事業年度末に比べて、773百万円増加して2,087百万円となりました。これは主に、長期借入金

の増加808百万円による一方で、退職給付引当金の減少63百万円によるものです。

（純資産合計）

　純資産は、前事業年度末に比べて、160百万円増加して4,088百万円となりました。これは主に、当期純利益

104百万円およびその他有価証券評価差額金の増加104百万円により増加する一方で、剰余金の配当により47百万

円減少したためです。

 

２）経営成績

（売上高）

　当事業年度の売上高は、ＬＰガス容器用弁については新容器切替え、再検査需要低迷により前年対比で減少し

ました。設備用弁については、前期初からの販売価格の見直し、代理店との仕切り方法の変更および納期短縮が

奏功し、増加しました。ＬＰガスバルク付属機器については、今後数年間にわたるバルク貯槽の20年再検査需要

を背景に、好調に推移しました。以上により、売上高は4,888百万円（前期比8.3％増）となりました。

（営業利益）

　営業利益は、主要原材料の黄銅材価格が年初から上昇し材料費が高値で推移したこと、従業員の待遇改善に伴

う人件費の増加、および消耗品費、荷造費等の諸掛が上昇等したこと等により、57百万円（前期比50.6％減）と

なりました。

（経常利益）

　営業外収益は前期比39百万円増の63百万円、営業外費用は前期比10百万円減の19百万円となりました。これ

は、営業外収益については保険解約返戻金が33百万円増加したこと、営業外費用については前期において計上し

た製品補償費用４百万円がなかったことおよび手形売却損が３百万円減少したことによるものです。

　この結果、経常利益は101百万円（前期比8.5％減）となりました。

（当期純利益）

　特別利益は前期比103百万円減の33百万円、特別損失は前期比22百万円減の３百万円となりました。これは、

特別利益については固定資産売却益30百万円、前期において計上した破産更生債権等に対する債権回収（貸倒引

当金戻入額）71百万円がなかったこと、前期において計上した補助金収入48百万円がなかったことおよび前期に

おいて計上した役員退職慰労引当金戻入額17百万円がなかったこと、特別損失については前期において計上した

事業撤退損24百万円がなかったことによるものです。

　また、法人税、住民税及び事業税を29百万円計上しました。

　この結果、当期純利益は104百万円（前期比47.8％減）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況の分析

　「第２　事業の状況　１　業績等の概況(2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。
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（３）経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社は平成26年９月８日付で中期経営計画を策定し、平成30年３月期における中期経営指標として数値目標（売

上高60億円以上および営業利益率６％～８％を持続的に達成）を掲げましたが、その後の経営環境の変化により期

限内での達成が困難となりました。現在これら指標を達成するための取り組みを次のとおり実施しております。し

がって、数値目標はそのまま維持し、出来るだけ早期に達成するよう努めてまいります。

①　ＬＮＧ、水素を核とした低温弁事業の拡大

②　食品加工分野を中心とした新事業の開発

③　海外ＯＥＭ生産、外注加工部品の内製化、生産管理体制の強化による生産性向上と原価低減

 

（４）資本の財源及び資金の流動性

　主要原材料の黄銅材、鉄鋼材、ステンレス鋼材および鉄鋼鋳鍛造品等の原材料、人件費、外注加工費、製造経

費、販売費及び一般管理費等の運転資金は、自己資金および金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資

や長期運転資金は、金融機関からの長期借入を基本としております。機動的かつ効率的な資金調達をすべく、取引

銀行4行と当座貸越契約、取引銀行1行と特殊当座貸越契約を締結しております。

　当事業年度において、ＬＰガス容器用弁製造ラインの設備資金として金融機関から長期借入金1,000百万円の調

達を実施しました。

　なお、当事業年度末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は2,126百万円となっております。

また、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は488百万円となっております。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　当事業年度の研究開発活動は、エネルギーの未来に向けた各種弁類・機器の開発を実施していることに加え、新た

に食品加工分野などを中心とした機器類の設計・開発を行い新規事業分野への参入を目指した研究開発活動を実施し

ております。

目的 ： 高圧ガス用弁類の開発で培った流体制御技術を生かし、より一層社会へ貢献できる企業を目指した

製品の提供を行います。

主要課題 ： ユーザーが抱える潜在的なニーズを解決するだけでなく、環境へ配慮した製品の設計・開発を行い

顧客満足度の高い製品の市場投入を図ります。

研究成果 ： ①食品加工分野への参入を目指しワインろ過機を始めとした食品加工機器の研究・開発を推進して

おります。

②環境規制に伴いＬＮＧ燃料船の本格的な市場導入を踏まえＬＮＧ用弁類の各種船級の取得やＬＮ

Ｇ燃料供給装置向け高圧弁類の開発を推進しております。

③液体水素用弁、ＬＮＧ自動車用容器弁、ＬＮＧローリー車用弁類など汎用・専用を問わない幅広

い極低温用弁類の設計・開発を推進しております。

④流体制御技術を生かし市場ニーズに応じた節水器や散水ノズルの開発を推進しております。

⑤バルク20年告示検査やＬＰガス関連機器のメンテナンスに伴う周辺アクセサリなどの開発を推進

しております。

研究体制 ： 前事業年度より効率的な設計・開発が推進できるよう技術部門においては業務の専任化を実施して

おりますが、当事業年度は甲府工場内の緊密なチームワークを生かし設計・開発環境だけでなく試

作・量産まで効率的に業務の実施が可能な体制の構築を推進しております。

 

　当事業年度中に支出した研究開発費の総額は172,972千円であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度中に実施いたしました設備投資の総額は、851百万円であります。

　その主なものは、主力製品であるＬＰガス容器用弁製造ラインの新設およびテント倉庫(４棟)であります。なお、

ＬＰガス容器用弁製造ライン設備については、本格稼働は平成30年７月となる見込みです。

　なお、重要な設備の除却・売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

平成30年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物、構築

物

機械及び装
置、車両運
搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社

（東京都中央区）
統括業務施設 1,354 - - 6,645 7,999

 

17( 3)

甲府工場

（山梨県南アルプス市）
製造設備 439,921 321,036

2,441,000

(126,505)
790,895 3,992,854

 

149(36)

名古屋営業所

（名古屋市中区）
販売業務施設 1,777 - - 0 1,777

 

6( 0)

（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、ソフトウェア、リース資産、建設仮勘定であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　従業員数は就業人員数であり、契約社員・準社員・臨時社員・パートおよび嘱託社員は（　）外数で記載し

ております。

４　甲府工場につきましては、土地の一部（42,272㎡）を第三者に賃貸しております。

５　上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

甲府工場

（山梨県南アルプス市）

製造設備

（機械及び装置）
4,944 7,004

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　主力製品であるＬＰガス容器用弁について老朽化した現有設備の一新と生産効率向上による更なる収益改善を目

的として、加工・組立・完成検査・封函までの一貫ライン新設を決断し、それに係る総額10億円（うち、当事業年

度において256百万円を建設仮勘定として支出）の設備投資を計画しております。

　なお、当初、平成30年３月の稼働を目標としておりましたが、加工機および組立機の調整に時間を要し、本格稼

動は平成30年7月となる見込みです。

事業所名
（所在地）

設備の内容

設備予定額
資金調達方
法

着手年月 完了予定年月
完成後の増加
能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

甲府工場

(山梨県

 南アルプス市)

機械及び

設備
707 432

借入金

および

自己資金

平成28年8月 平成30年7月 (注２)

（注）１　金額には消費税等は含まれておりません。

２　主として、設備の更新及び生産の合理化を図るものであり、生産能力の著しい増加はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年６月25日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 48,849,935 48,849,935
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 48,849,935 48,849,935 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年６月26日

（注）
－ 48,849,935 △1,514,326 1,993,096 △1,541,410 －

（注）　会社法第447条第１項及び同第448条第１項の規定に基づき、資本金の一部及び資本準備金を減少させ、その他

資本剰余金に振り替えたものであります。
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（５）【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 2 40 57 21 18 13,139 13,277 －

所有株式数

（単元）
－ 3,731 11,835 41,464 8,018 808 422,618 488,474 2,535

所有株式数の割合

（％）
－ 0.76 2.42 8.49 1.64 0.17 86.52 100 －

（注）　自己株式は、1,047,709株であり、所有株式数の「個人その他」の欄に10,477単元、「単元未満株式の状況」

の欄に９株が含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

昌栄機工株式会社 大阪府大阪市西区阿波座１丁目10-8 2,311,500 4.83

清野　正廣 山形県山形市 1,377,500 2.88

株式会社ＣＫサンエツ 富山県高岡市守護町２丁目12番１号 1,001,000 2.09

宮入バルブ製作所取引先持株会 東京都中央区銀座西１丁目２番地 804,200 1.68

森下　均 大阪府大阪市淀川区 710,000 1.48

阿部　五美 東京都江戸川区 700,000 1.46

阿部　敬二 東京都江戸川区 653,400 1.36

宮入バルブ従業員持株会 東京都中央区銀座西１丁目２番地 515,800 1.07

亀井　友廣 岡山県新見市 370,000 0.77

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 349,100 0.73

計 － 8,792,500 18.39
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　 1,047,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　47,799,700 477,997 －

単元未満株式 普通株式　　　　　 2,535 － －

発行済株式総数 48,849,935 － －

総株主の議決権 － 477,997 －

　（注）上記の「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式９株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社宮入バルブ製作所
東京都中央区銀座西１－２ 1,047,700 － 1,047,700 2.14

計 － 1,047,700 － 1,047,700 2.14

 

（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

　（従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ）

　当社は、平成30年５月８日開催の取締役会において、従業員の経営参画意識の高揚と企業価値向上に係るインセ

ンティブ・プランの付与および福利厚生の充実を目的として、「従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ」の導入を決議し

ました。

　詳細は、「第５　経理の状況　１　財務諸表等（１）財務諸表　注記事項（重要な後発事象）（従業員持株会支

援信託ＥＳＯＰの導入に伴う第三者割当による自己株式の処分）」をご参照下さい。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　普通株式

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1 203

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － 353,100 57,202,200

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
 － － －

保有自己株式数 1,047,709 － 694,609 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対しての利益還元を経営の重要な課題のひとつとして位置づけており、利益配当にあたって

は事業展開の状況と各期の経営成績を総合的に勘案して決定することを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の剰余金の期末配当につきましては、この基本方針に基づき、１株当たり１円としております。

　内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと設備投資資金として投入していくこととしており

ます。

　当社は、会社法第454条第５項に基づき、株主への機動的な利益還元を行うことを目的に取締役会の決議により、

毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（円）

１株当たり配当額
（円）

平成30年６月22日

定時株主総会決議
47,802,226 1.00
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円） 66 502 267 154 272

最低（円） 43 44 105 102 112

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高（円） 233 230 272 265 249 194

最低（円） 122 167 185 224 189 152

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性７名　女性１名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
－ 西田　憲司 昭和33年10月24日生

昭和56年４月　株式会社三井銀行（現：株式会社三

井住友銀行）入社

平成２年11月　シティバンク,エヌ・エイ東京支店

入社

平成11年１月　同社グローバル・マーケット・マネ

ジャー

平成14年12月　同社退社

平成19年５月　株式会社大泉製作所入社

平成20年６月　同社取締役

平成22年６月　同社常務取締役

平成24年11月　同社退社

平成26年６月　当社入社

平成26年６月　当社取締役

平成27年10月　当社代表取締役副社長

平成28年６月　当社代表取締役社長（現任）

（注）４ 34,300

取締役 新事業本部長 福岡　直樹 昭和25年１月24日生

昭和49年４月　株式会社大泉製作所入社

平成15年７月　同社取締役

同社製造技術部長

平成19年12月　同社エレメント事業本部長

平成20年６月　同社センサー事業本部長

平成20年12月　同社退社

平成22年６月　当社入社

当社甲府工場顧問

平成23年４月　当社執行役員管理本部副本部長

平成23年６月　当社取締役技術本部長

平成24年６月　当社取締役工場長

平成28年10月　当社取締役新事業本部長（現任）

（注）４ 110,400

取締役 工場長 石原　正博 昭和29年８月16日生

昭和53年４月　当社入社

平成４年１月　当社品質保証部課長代理

平成10年４月　当社品質保証部部長代理

平成16年１月　当社品質保証部部長

平成23年４月　当社管理部部長

平成26年１月　当社執行役員

当社甲府工場副工場長

平成27年６月　当社取締役副工場長

平成28年10月　当社取締役工場長（現任）

（注）４ 55,100

取締役 － 阿部　忠樹 昭和20年９月22日生

昭和45年１月　株式会社ＣＢＳソニーレコード入社

平成６年１月　同社営業本部本部長

平成15年２月　同社退社

平成15年４月　株式会社２４７ミュージック監査役

平成22年６月　当社取締役（現任）

平成26年１月　株式会社ＲＥＤミュージック監査役

（現任）

（重要な兼職の状況）

　株式会社ＲＥＤミュージック監査役

（注）４ 25,600

常勤監査役 － 中込　智朗 昭和32年11月11日生

昭和56年４月　当社入社

平成17年７月　当社技術部課長

平成22年７月　当社設計部次長

平成25年４月　当社設計部部長

平成26年１月　当社執行役員

当社開発設計部参与

平成27年12月　当社開発技術部参与

平成29年６月　当社常勤監査役（現任）

（注）３ 19,800
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 － 雨宮　英明 昭和23年10月27日生

昭和51年４月　東京地方検察庁検事

昭和52年３月　静岡地方検察庁浜松支部検事

昭和54年３月　甲府地方検察庁検事

昭和57年３月　浦和地方検察庁検事

昭和59年３月　東京地方検察庁検事

昭和59年４月　東京地方裁判所判事補

昭和61年４月　東京地方裁判所判事

昭和62年４月　東京地方検察庁検事

昭和63年３月　福岡地方検察庁小倉支部検事

平成元年３月　辞職

平成元年４月　弁護士登録（第一東京弁護士会　現

在に至る）

雨宮英明法律事務所開設（現任）

平成14年４月　東京簡易裁判所民事調停委員

平成21年６月　当社監査役（現任）

 
（重要な兼職の状況）

雨宮英明法律事務所

（注）３ 0

監査役 － 北村　惠美 昭和38年６月４日生

昭和62年４月　安田信託銀行株式会社（現みずほ信

託銀行株式会社）入社

平成２年12月　不動産鑑定士登録

平成７年３月　同社退社

平成７年９月　三村税務会計事務所入所

平成10年12月　公認会計士登録

平成11年８月　税理士登録

平成17年10月　税理士法人三村会計事務所設立

社員税理士就任

平成22年９月　同法人　代表社員就任（現任）

平成25年６月　当社監査役（現任）

平成29年５月　株式会社ツナグ・ソリューションズ

監査役就任（現任）

 
（重要な兼職の状況）

税理士法人三村会計事務所　代表社員

（注）３ 0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 － 釣谷　宏行 昭和33年11月12日生

昭和57年４月　株式会社北陸銀行入行

昭和61年４月　シーケー金属株式会社入社

平成８年９月　伏木海陸運送株式会社

取締役就任（現任）

平成９年４月　シーケー金属株式会社

代表取締役社長就任（現任）

平成12年６月　株式会社ＣＫサンエツ（旧サンエツ

金属株式会社）

代表取締役社長就任（現任）

平成23年10月　サンエツ金属株式会社（株式会社Ｃ

Ｋサンエツの会社分割により新設さ

れた同社子会社）

代表取締役社長就任（現任）

平成23年12月　株式会社リケンＣＫＪV

代表取締役社長就任（現任）

平成27年６月　日本伸銅株式会社

代表取締役会長就任（現任）

当社監査役（現任）

 
（重要な兼職の状況）

伏木海陸運送株式会社　取締役

シーケー金属株式会社　代表取締役社長

株式会社ＣＫサンエツ　代表取締役社長

サンエツ金属株式会社　代表取締役社長

株式会社リケンＣＫＪＶ　代表取締役社長

日本伸銅株式会社　代表取締役会長

（注）５ 0

計 245,200

（注）１　取締役阿部忠樹氏は、社外取締役であります。

２　監査役雨宮英明氏、北村惠美氏および釣谷宏行氏は、社外監査役であります。

３　平成29年６月23日開催の第72回定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成30年６月22日開催の第73回定時株主総会の終結の時から１年間

５　平成27年６月26日開催の第70回定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　提出会社の企業統治の体制の概要及び当該企業統治の体制を採用する理由

　当社は、コーポレート・ガバナンスの重要性を認識し、法令遵守と透明性の高い経営、迅速かつ適切な意思決

定を図り、経営の健全性の向上を達成することによって企業価値を高めることを経営上の重要な課題の一つとし

て位置づけております。

　その実現のために、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などが有機的に連携及び牽制しながら、それ

ぞれの法律上の機能制度を一層強化・改善・整備しながらコーポレート・ガバナンスを充実させております。

　会社組織の運営においては、各取締役が各々の判断により意見を述べられる独立性を確保し、各部署毎に責任

者を置いた上で、運営状況や個々の戦略、リスク管理等について、報告・検討・確認を行う業務運営会議を定期

的に開催しております。また、当社は監査役会設置会社であり、有価証券報告書提出日現在、社外監査役３名を

含んだ４名の監査体制で臨んでおり、監査役の権限と独立性の強化を図るとともに、会社経営に対する監視機能

を高めております。

　また、株主および投資家の皆様へは、迅速・正確な情報開示を確実に実施することに努め、できる限り広く情

報公開を行い、経営の透明性を高めております。

 

②　その他の提出会社の企業統治に関する事項

（内部統制システムの整備の状況）

ａ　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア　取締役会、監査役会、業務運営会議を軸とした相互の連携及び牽制により、コンプライアンス対応及びリ

スク情報の共有を図り、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保する体制をとる。

イ　取締役及び使用人は、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実及びリス

クに関わる情報に接した場合には、直ちに取締役会及び監査役会に報告し、その是正を図る。

ウ　内部統制の体制と実施手順に関する基本規程を制定し、役職員に対して周知徹底を図る。

ｂ　取締役候補者及び監査役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続

ア　取締役候補者及び監査役候補者の指名に当たっては、当社の取締役・監査役として相応しい豊富な経験、

高い見識、高度な専門性を有する人物を候補者とすることを方針とする。

イ　指名手続は、代表取締役から選任基準や各候補者の経歴、有する知見等について説明のうえ、取締役会で

慎重に審議・決定することとする。但し、監査役候補者については、監査役会の同意を得ることとする。

ｃ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報は、文書を作成し文書管理規程により保存及び管理する。

ｄ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア　内部統制の体制と実施手順に関する基本規程に基づき、各部署の業務記述書、リスクコントロール・マト

リクスを活用した内部統制監査を定期的に実施する。

イ　不測の事態が発生した場合は、代表取締役を本部長とする対策本部を設置し、損害を防止または最小限に

制御する。

ｅ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア　取締役会を月１回定例的に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法令で定められた事項や経営に関

する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を監督する。

イ　業務運営会議を定期的に開催し、取締役会への上申・付議事項の審議を行う。

ｆ　会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は企業集団を形成していないため不適用とする。
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ｇ　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

ア　監査役の要請により、監査役の職務を補助する監査役スタッフを配置する。

イ　監査役スタッフはその職務に従事する間は取締役の指揮命令には服さないものとする。

ｈ　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について監査役にその都度報告する

ものとし、監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

ｉ　取締役及び使用人が監査役への報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制

監査役に報告を行った者に対して、解雇、降格等の懲戒処分や配置転換等いかなる不利な取扱いも行っては

ならない旨を周知するとともに、報告された情報については監査役が厳重に管理する。

ｊ　監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求を行ったときは、速やかに当該費

用または債務を処理する。

ｋ　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア　取締役会その他の重要な会議への出席等、会社の重要な情報に対する監査権を保障する。

イ　監査役会は、適宜、会計監査人と協議または意見交換を実施する。

ウ　監査役は、適宜、代表取締役及び役職員に対するヒアリングを実施する。

ｌ　取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

ア　取締役の報酬を決定するに当たっては、株主総会で決議された報酬枠の範囲内で、会社業績及びコーポ

レート・ガバナンスに対する貢献度に応じて報酬を決定することを方針とする。

イ　報酬決定手続は、代表取締役が取締役会に対して、各取締役の会社業績及びコーポレート・ガバナンスに

対する貢献度を説明のうえ報酬額を提案し、取締役会で審議のうえ代表取締役が決定することとする。

 

（内部統制システムの運用の状況）

　当社は、業務の適正を確保するための体制に関し、その運用状況を内部統制監査室および取締役会が常に

ウォッチし、必要に応じて取締役会において報告し見直しを行っており、その運用状況について逐次、コーポ

レートガバナンス報告書に反映しております。

　役員については、全ての役職員の職務規律を定める「行動指針」に加え、民法および会社法を中心に善管注意

義務および忠実義務の遵守、競業取引および利益相反取引の制限、機密保持義務の遵守等をより明確に定めた

「役員倫理規程」を設定し、法令遵守と透明性の高い経営により企業価値を高めるべく、コーポレートガバナン

スへの取組みを強化しております。

 

③　内部監査および監査役監査の状況

　監査役監査は、提出日現在、社外監査役３名を含んだ４名の体制で臨むとともに、取締役と監査役は、適宜、

意見交換を行い、監査役制度の充実を図っております。

　監査役雨宮英明は弁護士として、北村惠美は公認会計士、税理士および不動産鑑定士として、各々、専門的見

地から会社経営を幅広い視線で捉え、取締役会において取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための

発言を行っております。監査役釣谷宏行は企業経営者としての豊富な経験、幅広い知見を有しており、経営全般

の監視と有効な助言を行っております。

　内部監査につきましては、独立性を保持した内部統制監査室を常置し、室長１名の他、内部監査の実施におい

ては他に５名の監査員、合計６名の体制で臨んでおります。必要に応じて内部統制に関する外部講習会に参加

し、専門的知識を習得して、内部監査の実効性を確保しております。

　内部監査を適宜行い、業務が諸規程に従い運営され、導かれた会計数値は正しく財産及び損益の状況を示し、

重大な虚偽表示のないことを確認しております。

　また、内部監査の実施に当たっては、事前・事後に内部統制監査室長と監査役は監査計画・要点の検討を行う

等、相互に連携し効率的な監査の実施を保障しております。
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④　提出会社の社外役員について

　有価証券報告書提出日現在、会社法第２条第15号に定める社外取締役は、阿部忠樹の１名であります。また、

会社法第335条第３項に定める社外監査役は、雨宮英明、北村惠美、釣谷宏行の３名であります。

　社外取締役阿部忠樹は、株式会社ＲＥＤミュージック監査役を兼務しており、豊富な事業経営経験と幅広い見

識をもとに当社の経営全般に関する助言をしております。阿部忠樹と当社には人的関係はなく、宮入バルブ役員

持株会を通して当社株式を保有しております。また、取引関係その他の利害関係はありません。兼務している当

該他の会社と当社には人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係のいずれの関係もありません。

　社外監査役雨宮英明は、雨宮英明法律事務所長を兼務しており、弁護士の資格の下、法務に関する相当程度の

知見を有し、また、社外監査役北村惠美は、税理士法人三村会計事務所代表社員を兼務しており、公認会計士、

税理士、および不動産鑑定士の資格の下、財務、会計および不動産に関する相当程度の知見を有しており、いず

れも専門的な見地から取締役の職務執行を監督しております。社外監査役雨宮英明、社外監査役北村惠美はいず

れも当社とは人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係のいずれの関係もありません。また、兼務して

いる当該他の会社等と当社には人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係のいずれの関係もありませ

ん。また、社外監査役釣谷宏行は、シーケー金属株式会社、株式会社ＣＫサンエツ、サンエツ金属株式会社およ

び株式会社リケンＣＫＪＶの代表取締役社長、日本伸銅株式会社代表取締役会長並びに伏木海陸運送株式会社の

取締役を兼務しており、企業経営者としての豊富な経験、幅広い知見を有しており、経営全般の監視と有効な助

言を行っております。釣谷宏行と当社には人的関係はなく、釣谷宏行が代表取締役社長を務める株式会社ＣＫサ

ンエツは、当社の株式1,001,000株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.04％）を所有する大株主であ

り、当社は、株式会社ＣＫサンエツの株式38,748株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合0.44％。取引先

持株会名義1,748株を含む。）を所有しております。また、釣谷宏行が代表取締役社長を務めるサンエツ金属株

式会社（株式会社ＣＫサンエツの完全子会社）は、当社の主要原材料である黄銅材料の主たる仕入先であり、当

該作業屑の売却先であり特定関係事業者であります。

　なお、当社には社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針はないものの、選任

にあたっては一般株主と利益相反の生じるおそれがないよう経済的身分的独立性を確保することを基本とし、そ

れを判断する場合の判断要素として、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしておりま

す。

 

⑤　提出会社の役員の報酬等

イ　役員報酬等の内容

区分
報酬の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
対象となる役員
の員数（名）基本報酬

（千円）
賞与
（千円）

退職慰労金
（千円）

取締役

（社外取締役除く）
59,818 44,100 － 15,718 3

監査役

（社外監査役除く）
11,600 9,600 － 2,000 2

社外役員 25,506 23,100 － 2,406 4

（注）１　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与21,000千円は含まれておりません。

２　取締役の報酬限度額は、平成18年６月23日開催の第61回定時株主総会において年額１億円以内（ただし、使

用人分給与は含まない。）と決議しております。

３　監査役の報酬限度額は、平成18年６月23日開催の第61回定時株主総会において年額３千万円以内と決議して

おります。

４　「退職慰労金」は、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額であります。

 

ロ　役員報酬等の決定方法

　役員報酬等については、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内において、取締役に関してはその職責に

応じて取締役会の決議により決定し、監査役に関しては監査役の協議により決定しております。
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⑥　提出会社の株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 貸借対照表計上額（千円）

10銘柄 540,641

 

ロ．純投資目的以外の投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

中国工業㈱ 99,000 69,300 取引関係強化

エア・ウォーター㈱ 20,839 42,762 取引関係強化

㈱サーラコーポレーション 31,500 19,593 取引関係強化

㈱山梨中央銀行 35,000 17,430 取引関係強化

日本車輌製造㈱ 11,000 3,256 取引関係強化

㈱石井鉄工所 1,000 1,729 取引関係強化

㈱ＣＫサンエツ 38,604 68,522 取引関係強化

第一生命保険㈱ 300 598 取引関係維持

㈱バナーズ 50 12 参考情報取得

計 237,293 223,203  

 

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）
保有目的

中国工業㈱ 99,000 75,933 取引関係強化

エア・ウォーター㈱ 21,091 43,785 取引関係強化

㈱サーラコーポレーション 31,500 20,286 取引関係強化

㈱山梨中央銀行 35,000 15,330 取引関係強化

日本車輌製造㈱ 11,000 3,267 取引関係強化

㈱石井鉄工所 1,000 1,915 取引関係強化

㈱ＣＫサンエツ 38,748 202,653 取引関係強化

第一生命保険㈱ 300 582 取引関係維持

㈱商工組合中央金庫 1,072,000 176,880 取引関係強化

㈱バナーズ 50 9 参考情報取得

計 1,309,689 540,641  

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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⑦　会計監査の状況

　会計監査につきましては、藍監査法人と監査契約を締結しております。当社は、会計方針とその適用方法、一

定の前提条件を必要とする見積り評価、財政状態並びに経営成績に関して、必要とされる会計記録および資料を

全て提供し会計監査を受けるとともに、監査し易い環境づくりに努めております。また、通常の会計監査の一環

として適宜、助言を受けております。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

指定社員・業務執行社員　古谷義雄 藍監査法人 １年

指定社員・業務執行社員　関端京夫 藍監査法人 ２年

（注）１　当社と藍監査法人または業務執行社員との間には特別な利害関係はありません。

２　監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士７名、会計士試験合格者等３名であります。

 

⑧　取締役の定数

　当社の取締役は５名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑨　取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

 

⑩　自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能

とすることを目的とするものであります。

 

⑪　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議

要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

⑫　中間配当

　当社は、会社法第454条第５項に基づき、株主への機動的な利益還元を行うことを目的に取締役会の決議によ

り、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

23,450 － 24,450 －

（注）　上記報酬は、各事業年度に係る監査契約に基づく金額であります。

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社は、当社の事業規模および合理的な監査日数ならびに前年度の監査報酬等を勘案し、監査公認会計士と協

議のうえ決定しております。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日

まで）の財務諸表について、藍監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、各種のセミナー等に参加しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 547,311 588,812

受取手形 ※２,※４ 264,938 ※４,※５ 248,351

売掛金 ※２ 801,428 839,530

商品及び製品 ※２ 1,116,915 ※２ 1,688,375

仕掛品 ※２ 38,061 ※２ 55,315

原材料及び貯蔵品 ※２ 316,318 ※２ 458,516

前渡金 4,441 1,709

前払費用 11,512 13,227

繰延税金資産 25,846 39,695

その他 3,737 50,366

貸倒引当金 △1,417 △1,398

流動資産合計 3,129,095 3,982,501

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※２ 115,321 ※２ 377,405

構築物（純額） 44,289 65,842

機械及び装置（純額） ※２ 324,450 ※２ 320,617

車両運搬具（純額） 601 418

工具、器具及び備品（純額） 20,969 42,757

土地 ※１,※２ 2,506,900 ※１,※２ 2,441,000

リース資産（純額） 14,626 38,658

建設仮勘定 264,894 699,669

有形固定資産合計 ※３ 3,292,053 ※３ 3,986,369

無形固定資産   

ソフトウエア 4,972 11,434

リース資産 18,097 5,424

その他 2,810 2,810

無形固定資産合計 25,879 19,669

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 223,203 ※２ 540,641

出資金 10 10

従業員に対する長期貸付金 1,020 520

破産更生債権等 251,937 248,569

保険積立金 234,500 66,078

繰延税金資産 140,312 82,060

その他 53,160 53,382

貸倒引当金 △248,040 △244,672

投資その他の資産合計 656,104 746,590

固定資産合計 3,974,037 4,752,629

資産合計 7,103,133 8,735,131
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 324,318 414,356

買掛金 274,422 316,334

短期借入金 ※２,※６ 564,980 ※２,※６ 910,002

1年内返済予定の長期借入金 ※２,※６ 290,610 ※２,※６ 191,310

リース債務 14,158 11,497

未払金 213,523 324,061

未払費用 54,051 83,313

未払法人税等 8,119 44,991

前受金 6,700 309

預り金 5,965 7,094

前受収益 1,428 1,428

賞与引当金 61,233 78,843

設備関係支払手形 40,699 173,519

その他 1,148 1,712

流動負債合計 1,861,358 2,558,774

固定負債   

長期借入金 ※２ 168,810 977,500

リース債務 18,081 36,531

再評価に係る繰延税金負債 ※１ 735,183 ※１ 731,471

退職給付引当金 342,493 278,547

役員退職慰労引当金 49,190 61,315

その他 370 2,417

固定負債合計 1,314,129 2,087,783

負債合計 3,175,487 4,646,557

 

EDINET提出書類

株式会社宮入バルブ製作所(E01624)

有価証券報告書

31/74



 

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,993,096 1,993,096

利益剰余金   

利益準備金 4,780 9,560

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 376,392 412,722

利益剰余金合計 381,172 422,283

自己株式 △157,214 △157,214

株主資本合計 2,217,054 2,258,165

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 27,262 131,741

土地再評価差額金 ※１ 1,683,328 ※１ 1,698,666

評価・換算差額等合計 1,710,590 1,830,408

純資産合計 3,927,645 4,088,573

負債純資産合計 7,103,133 8,735,131

 

EDINET提出書類

株式会社宮入バルブ製作所(E01624)

有価証券報告書

32/74



②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高   

製品売上高 3,817,781 4,088,659

商品売上高 106,690 56,251

作業くず売上高 590,041 743,579

売上高合計 4,514,514 4,888,490

売上原価   

製品期首たな卸高 336,229 594,145

商品期首たな卸高 1,400 1,000

当期製品製造原価 3,848,316 3,979,760

当期商品仕入高 78,533 50,110

合計 4,264,480 4,625,015

製品期末たな卸高 594,145 650,907

商品期末たな卸高 1,000 4,008

売上原価合計 ※１ 3,669,335 ※１ 3,970,100

売上総利益 845,179 918,390

販売費及び一般管理費   

販売手数料 65,434 92,700

販売運賃 53,282 54,017

役員報酬 71,100 76,800

従業員給料及び手当 173,534 222,085

退職給付費用 7,828 15,242

役員退職慰労引当金繰入額 16,943 20,125

賞与引当金繰入額 10,649 16,280

賞与 14,143 21,642

福利厚生費 42,115 52,443

減価償却費 6,836 8,358

不動産賃借料 38,285 45,815

支払手数料 72,157 64,811

その他 155,839 170,302

販売費及び一般管理費合計 728,152 860,622

営業利益 117,026 57,767
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  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業外収益   

受取利息 46 39

受取配当金 3,079 3,832

不動産賃貸料 7,786 5,883

スクラップ売却益 1,809 3,745

保険解約返戻金 5,345 38,791

損害保険金収入 － 7,723

雑収入 5,777 3,151

営業外収益合計 23,844 63,168

営業外費用   

支払利息 8,028 9,331

社債利息 76 -

手形売却損 9,625 6,556

為替差損 860 65

製品補償費用 4,598 -

訴訟関連費用 3,639 -

雑損失 2,709 3,116

営業外費用合計 29,537 19,069

経常利益 111,333 101,865

特別利益   

貸倒引当金戻入額 71,943 3,367

役員退職慰労引当金戻入額 17,279 -

固定資産売却益 - ※３ 30,601

補助金収入 48,486 -

特別利益合計 137,708 33,969

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 1,665 ※４ 3,613

事業撤退損 24,043 -

特別損失合計 25,708 3,613

税引前当期純利益 223,333 132,221

法人税、住民税及び事業税 8,773 29,340

法人税等調整額 14,956 △1,369

法人税等合計 23,729 27,970

当期純利益 199,604 104,250
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  2,337,111 59.6 2,827,934 62.6

Ⅱ　労務費  923,272 23.5 959,283 21.3

Ⅲ　経費 ※１ 662,839 16.9 725,451 16.1

当期総製造費用  3,923,223 100.0 4,512,669 100.0

期首仕掛品、半製品たな卸高  493,211  559,832  

合計  4,416,434  5,072,501  

期末仕掛品、半製品たな卸高  559,832  1,088,775  

他勘定振替高  8,285  3,965  

当期製品製造原価  3,848,316  3,979,760  

      

 

（注）

前事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

原価計算の方法

　部門別総合原価計算による実際原価計算であります。

原価計算の方法

　部門別総合原価計算による実際原価計算であります。

※１　経費に含まれている主なものは外注加工費88,233千

円、減価償却費81,467千円、消耗品費97,936千円、

賃借料23,104千円等であります。

※１　経費に含まれている主なものは外注加工費103,202

千円、減価償却費77,868千円、消耗品費108,467千

円、賃借料27,586千円等であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,993,096 － 229,370 229,370 △157,214 2,065,252

当期変動額       

剰余金の配当  4,780 △52,582 △47,802  △47,802

当期純利益   199,604 199,604  199,604

自己株式の取得       

土地再評価差額金
の取崩

      

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

      

当期変動額合計 － 4,780 147,021 151,802 － 151,802

当期末残高 1,993,096 4,780 376,392 381,172 △157,214 2,217,054

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △309 1,683,328 1,683,018 3,748,271

当期変動額     

剰余金の配当    △47,802

当期純利益    199,604

自己株式の取得     

土地再評価差額金
の取崩

    

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

27,571 － 27,571 27,571

当期変動額合計 27,571 － 27,571 179,373

当期末残高 27,262 1,683,328 1,710,590 3,927,645
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,993,096 4,780 376,392 381,172 △157,214 2,217,054

当期変動額       

剰余金の配当  4,780 △52,582 △47,802  △47,802

当期純利益   104,250 104,250  104,250

自己株式の取得     △0 △0

土地再評価差額金
の取崩

  △15,337 △15,337  △15,337

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

      

当期変動額合計 - 4,780 36,330 41,110 △0 41,110

当期末残高 1,993,096 9,560 412,722 422,283 △157,214 2,258,165

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 27,262 1,683,328 1,710,590 3,927,645

当期変動額     

剰余金の配当    △47,802

当期純利益    104,250

自己株式の取得    △0

土地再評価差額金
の取崩

   △15,337

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

104,479 15,337 119,817 119,817

当期変動額合計 104,479 15,337 119,817 160,928

当期末残高 131,741 1,698,666 1,830,408 4,088,573
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 223,333 132,221

減価償却費 90,397 87,330

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,499,176 △3,387

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,391 17,610

製品補償引当金の増減額（△は減少） △13,400 -

退職給付引当金の増減額（△は減少） △25,359 △63,946

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13,797 12,125

受取利息及び受取配当金 △3,126 △3,872

支払利息 8,104 9,331

保険解約返戻金 - △38,791

補助金収入 △48,486 -

固定資産売却損益（△は益） - △30,601

固定資産除却損 1,665 3,613

売上債権の増減額（△は増加） 193,760 △2,789

たな卸資産の増減額（△は増加） △307,261 △730,912

仕入債務の増減額（△は減少） △42,561 131,950

事業撤退損 24,043 -

未収消費税等の増減額（△は増加） - △46,550

未払消費税等の増減額（△は減少） △23,887 -

割引手形の増減額（△は減少） △92,476 △18,724

破産更生債権等の増減額（△は増加） 3,426,868 3,367

その他 △15,595 94,615

小計 △105,564 △447,410

利息及び配当金の受取額 3,143 3,871

利息の支払額 △7,957 △9,541

保険解約返戻金の受取額 - 255,142

補助金の受取額 48,486 -

法人税等の支払額 △5,374 △5,661

営業活動によるキャッシュ・フロー △67,266 △203,600

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △879 △170,897

有形固定資産の取得による支出 △427,675 △671,468

有形固定資産の売却による収入 - 103,297

無形固定資産の取得による支出 △1,120 △9,380

定期預金の増減額（△は増加） 146,000 4,000

貸付金の回収による収入 72,378 -

その他 △975 500

投資活動によるキャッシュ・フロー △212,271 △743,948

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 404,980 345,021

長期借入れによる収入 320,000 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △252,070 △290,610

社債の償還による支出 △20,000 -

配当金の支払額 △46,687 △47,203

その他 △13,312 △14,158

財務活動によるキャッシュ・フロー 392,910 993,049

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 113,371 45,501

現金及び現金同等物の期首残高 329,939 443,311

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 443,311 ※１ 488,812
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

 

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

 

４　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物、構築物　　10～38年

機械及び装置　　　　12年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　ただし、自社使用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を基礎とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合には、残価保証額）とする定

額法

 

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
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６　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

①　一般債権

　貸倒実績率により計上しております。

②　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

　財務内容評価法により計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退任時の慰労金支給に備えるため、内規に基づき、期末要支給見込額を計上しております。

 

７　重要なヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、

特例処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段　金利スワップ

②　ヘッジ対象　借入金

(3）ヘッジ方針

　為替相場や金利の市場変更によるリスクを回避するためにデリバティブ取引を採用しており、投機目的

のものはありません。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 

８　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する定期預金等

 

９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法については、従来、定率法によっておりましたが、当事

業年度より定額法に変更しております。

　これは、大規模な設備投資計画を契機に、有形固定資産の使用状況を検証した結果、その設備投資効果や利

益貢献は長期的かつ安定的に推移することが予想されるため、費用収益対応の観点から、設備投資のコストを

毎期平均的に負担させることが会社の経済的実態を合理的に反映させることができると判断し、定額法に変更

しました。

　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ

25,376千円増加しております。
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（未適用の会計基準等）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日改正　企業会

計基準委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日最終改

正　企業会計基準委員会）

 

（１）概要

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会おける税効果会計に関する実務指針

を企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の見

直しが行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

・（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

 

（２）適用予定日

　平成31年３月期の期首から適用します。

 

（３）当該会計基準等の適用による影響

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による財務諸表に与える影響は、軽微であります。

 

 

 

 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基

準委員会）

 

（１）概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会

において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の1つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

 

（２）適用開始日

　平成34年３月期の期首から適用します。

 

（３）当該会計基準の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響については、現時点では評価中であ

ります。
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（表示方法の変更）

（キャッシュ・フロー計算書）

前事業年度において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「短期借入れによる収入」および「短期

借入金の返済による支出」は総額表示しておりましたが、当事業年度において、借入期間が短く、かつ回転

が速い短期借入金が増加したことから、キャッシュ・フローの実態をより適切に表示するため、「短期借入

金の純増減額（△は減少）」として純額表示しております。この表示方法を反映させるため、前事業年度の

キャッシュ・フロー計算書を組み替えております。

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において表示した「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「短期借入れによる収入」1,544,669千円および「短期借入金の返済による支出」△1,139,689千円

は、「短期借入金の純増減額（△は減少）」404,980千円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１　事業用土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行ってお

ります。

　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律

第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」としての負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法……「土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）」第２条第５号

に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出しております。

再評価を行った年月日……………平成14年３月31日

 

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△824,586千円 △840,076千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

現金預金 30,262千円 （－） －千円 （－）

受取手形 104,718千円 （－） －千円 （－）

売掛金 125,902千円 （－） －千円 （－）

商品及び製品 1,086,239千円 （－） 1,641,733千円 （－）

仕掛品 38,061千円 （－） 55,315千円 （－）

原材料及び貯蔵品 282,426千円 （－） 408,802千円 （－）

建物 42,581千円 （6,641千円） 33,573千円 （5,344千円）

機械及び装置 0千円 （0千円） 0千円 （0千円）

土地 2,476,800千円 （2,441,000千円） 2,441,000千円 （2,441,000千円）

投資有価証券 41,712千円 （－） 40,501千円 （－）

計 4,228,705千円 （2,447,641千円） 4,620,926千円 （2,446,344千円）

 

　担保付き債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期借入金 474,981千円 230,000千円

１年内返済予定の長期借入金 190,610千円  16,310千円

長期借入金  16,310千円 　　 －千円

計 681,901千円 246,310千円

　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当を示しております。

 

※３　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

減価償却累計額 2,526,187千円 2,359,287千円

 

※４　受取手形割引高

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

受取手形割引高 503,662千円 484,937千円
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※５　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

受取手形 ―　千円 17,367千円

 

※６　当社は、運転資金及び設備資金の機動的かつ効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約、取引銀行

１行と特殊当座借越契約及び取引銀行１行とコミットメント期間付タームローン契約（コミットメント期間平成

29年３月17日～平成30年３月30日）を締結しております。

　　　事業年度末における当座貸越契約、特殊当座借越契約及びタームローン契約に係る借入金未実行残高等は次の

とおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

当座貸越極度額、特殊当座借越契約の総額 500,000千円 1,200,000千円

貸出コミットメントの総額 100,000千円 　　 ―　千円

タームローン極度額 300,000千円 　　 ―　千円

借入実行残高 370,000千円 　860,000千円

差引額 530,000千円 　340,000千円

　なお、特殊当座借越契約及びタームローン契約については財務制限条項が付されております。

 

　７　訴訟

　西日本宮入販売株式会社は当社に対し、平成25年９月26日に継続的製品供給契約に係る債務不履行及び不法行

為に基づく損害賠償請求訴訟（損害額402,882千円のうち、一部請求額100,000千円）を東京地方裁判所に提起

し、これに対し、当社は西日本宮入販売株式会社が売買代金236,924千円及び貸付金15,000千円の合計251,924千

円を支払わなかったとして反訴を提起し、平成28年11月16日に東京地方裁判所は西日本宮入販売株式会社の請求

を棄却するとともに、同社に対し、当社に251,924千円を支払うよう命じる判決を下しました。

　西日本宮入販売株式会社はこれを不服として平成28年11月29日に東京高等裁判所に控訴しましたが、当社は、

東京高等裁判所から和解勧告があったことを受け、その内容について慎重に検討を重ね、本件訴訟を継続した場

合に得られる債権回収可能額及びそれに要するコスト等を総合的に勘案した結果、相手方の財務内容等から見て

当社が勝訴判決を得ても回収可能額は極めて限定的であり、それに要するコストもかかることから、相手方の返

済可能額の上限である5,000千円を支払ってもらうことで和解し、早期解決をはかることが最も合理的であると

判断し、平成29年７月19日付で裁判上の和解が成立しました。現在、和解条項に基づき債権回収を進めており回

収遅延はありません。
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（損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

 
　前事業年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　当事業年度
（自　平成29年４月１日
　　至　平成30年３月31日）

たな卸資産評価損 53,494千円 49,080千円

 

　２　一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　当事業年度
（自　平成29年４月１日
　　至　平成30年３月31日）

研究開発費 106,071千円 172,972千円

 

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

土地 －千円 30,601千円

合計 －千円 30,601千円

 

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物 1,088千円 　 78千円

構築物 　577千円 　 －千円

機械及び装置 　 －千円 3,535千円

車両運搬具 　 －千円 　　0千円

工具、器具及び備品 　　0千円 　　0千円

合計 1,665千円 3,613千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 48,849,935 － － 48,849,935

合計 48,849,935 － － 48,849,935

自己株式     

普通株式 1,047,708 － － 1,047,708

合計 1,047,708 － － 1,047,708

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 47,802 1 平成28年３月31日 平成28年６月29日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 47,802 1 平成29年３月31日 平成29年６月26日
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 48,849,935 － － 48,849,935

合計 48,849,935 － － 48,849,935

自己株式     

普通株式 1,047,708 1 － 1,047,709

合計 1,047,708 1 － 1,047,709

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 47,802 1 平成29年３月31日 平成29年６月26日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月22日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 47,802 1 平成30年３月31日 平成30年６月25日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 　547,311千円 　588,812千円

預入期間が３か月を超える定期性預金 △104,000千円 △100,000千円

現金及び現金同等物 　443,311千円 　488,812千円
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（リース取引関係）

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

①　有形固定資産

　甲府工場におけるハンディターミナル（工具、器具及び備品）等であります。

②　無形固定資産

　ソフトウェアであります。

 

(2）リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４　固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は以下のとおりであり

ます。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前事業年度（平成29年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 105,000千円 93,545千円 11,454千円

合計 105,000千円 93,545千円 11,454千円

 

当事業年度（平成30年３月31日）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 105,000千円 98,209千円 6,790千円

合計 105,000千円 98,209千円 6,790千円

 

②　未経過リース料期末残高相当額

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

１年以内 1,648千円 4,944千円

１年超 　 －千円 2,060千円

合計 1,648千円 7,004千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

支払リース料 4,944千円 4,944千円

減価償却費相当額 4,570千円 4,663千円

支払利息相当額 　374千円 　280千円

 

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を基礎とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合には、残価保証額）とする定額法に

よっております。

 

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

 

(3）減損損失について

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社宮入バルブ製作所(E01624)

有価証券報告書

48/74



（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、必要に応じ、短期資金は銀行借入等により、長期資金は社債発行や銀行借入等により調達して

おります。資金運用については、安全性の高い金融商品を中心に行います。また、デリバティブ取引につ

いては、リスクヘッジ目的に限定し、投機的な取引は行わない方針です。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

①　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行ってリスクの軽減を図ってお

ります。

②　投資有価証券は、主として取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。時

価のある株式については、毎月末に時価を把握するとともに定期的に発行体（取引先企業）の財務状況

を把握しております。

③　営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、一年以内の支払期日です。その一部には、原材料等

の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

必要に応じて先物為替予約を利用して、リスクの軽減を図っております。

④　社債及び長期借入金は、長期的な運転資金の確保と設備投資を目的とした資金調達であります。一部

は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。必要に応じて、デリバティブ取引（金

利スワップ）を利用してリスクヘッジを行います。

⑤　営業債務や借入金は、支払期日に支払いを実行できなくなるという資金調達に係る流動性リスクに晒

されています。当該リスクに関しては、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手許流動性を一定水準に維持すること等により、流動性リスクを管理しておりま

す。

 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。

 

(4）信用リスクの集中

　当事業年度の決算日現在における売掛金のうち、金額上位２社が全体の31.4％（前期は24.1％）を占め

ております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　前事業年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 547,311 547,311 －

(2）受取手形 264,938 264,938 －

(3）売掛金 801,428   

貸倒引当金（※１） △1,417   

 800,010 800,010 －

(4）投資有価証券    

その他有価証券 223,203 223,203 －

    

(5）破産更生債権等 251,937   

貸倒引当金（※２） △248,040   

 3,897 3,897 －

資産計 1,839,361 1,839,361 －

(1）支払手形 324,318 324,318 －

(2）買掛金 274,422 274,422 －

(3）未払金 213,523 213,523 －

(4）短期借入金 564,980 564,980 －

(5）長期借入金 459,420 453,761 △5,658

負債計 1,836,663 1,831,005 △5,658

デリバティブ取引 － － －

（※１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（※２）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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　当事業年度（平成30年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 588,812 588,812 －

(2）受取手形 248,351 248,351 －

(3）売掛金 839,530   

貸倒引当金（※１） △1,398   

 838,131 838,131 －

(4）投資有価証券    

その他有価証券 540,641 540,641 －

    

(5）破産更生債権等 248,569   

貸倒引当金（※２） △244,672   

 3,897 3,897 －

資産計 2,219,834 2,219,834 －

(1）支払手形 414,356 414,356 －

(2）買掛金 316,334 316,334 －

(3）未払金 324,061 324,061 －

(4）短期借入金 910,002 910,002 －

(5）長期借入金 1,168,810 1,114,684 △54,125

負債計 3,133,563 3,079,438 △54,125

デリバティブ取引 － － －

（※１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（※２）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。なお、一部債権については、取引先等の信用リスクを評価し、担保及び保証の状況等を加味し、回収見込額

等を見積もることにより、時価を算定しております。

 

(4）投資有価証券

　株式の時価について株式は取引所の価格によっております。なお、投資有価証券は、その他有価証券として保

有しており、これに関する注記事項については、（有価証券関係）に関する注記をご参照ください。

 

(5）破産更生債権等

　時価の算定については、取引先等の信用リスクを評価し、担保及び保証の状況等を加味し、回収見込額等を見

積もることにより、時価を算定しております。

 

負　債

(1）支払手形、(2）買掛金、(3）未払金、(4）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(5）長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の資金

調達を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 547,311 － － －

受取手形 264,938 － － －

売掛金 801,428 － － －

合計 1,613,678 － － －

（注）破産更生債権等251,937千円は、償還予定額が見込めないため、上記の表には含めておりません。

 

当事業年度（平成30年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 588,812 － － －

受取手形 248,351 － － －

売掛金 839,530 － － －

合計 1,676,694 － － －

（注）破産更生債権等248,569千円は、償還予定額が見込めないため、上記の表には含めておりません。

 

（注３）有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 564,980 － － － － －

長期借入金 290,610 91,310 10,000 10,000 10,000 47,500

合計 855,590 91,310 10,000 10,000 10,000 47,500

 

当事業年度（平成30年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 910,002 － － － － －

長期借入金 191,310 110,000 110,000 110,000 110,000 537,500

合計 1,101,312 110,000 110,000 110,000 110,000 537,500
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（有価証券関係）

その他有価証券

前事業年度（平成29年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

区分 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超え

るもの

株式 152,174 95,932 56,241

小計 152,174 95,932 56,241

貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの

株式 71,029 83,080 △12,051

小計 71,029 83,080 △12,051

合計 223,203 179,012 44,190

（注）　株式の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

うこととしております。

 

当事業年度（平成30年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
 

区分 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超え

るもの

株式 464,708 268,730 195,978

小計 464,708 268,730 195,978

貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの

株式 75,933 81,180 △5,247

小計 75,933 81,180 △5,247

合計 540,641 349,910 190,731

（注）　株式の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

うこととしております。
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（デリバティブ取引関係）

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前事業年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 105,800 44,600 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされる長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金に含めて記載しております。

 

当事業年度（平成30年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 744,600 630,000 （注）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされる長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金に含めて記載しております。

 

（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。退職

一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給してい

ます。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 

２　簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

退職給付引当金の期首残高  367,853千円  342,493千円

退職給付費用 　49,908千円 　62,314千円

退職給付の支払額 △34,778千円 △86,111千円

制度への拠出額 △40,490千円 △40,150千円

退職給付引当金の期末残高  342,493千円  278,547千円
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(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 － －

年金資産 － －

   

非積立型の退職給付債務 342,493千円 278,547千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 342,493千円 278,547千円

   

退職給付引当金 342,493千円 278,547千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 342,493千円 278,547千円

 

(3）退職給付費用

　簡便法で計算した退職給付費用　前事業年度49,908千円　当事業年度62,314千円

 

３　確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度40,490千円、当事業年度40,150千円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

（繰延税金資産）   

　貸倒引当金 72,651千円 71,629千円

　貸倒損失額 4,942千円 4,942千円

　賞与引当金 18,553千円 23,731千円

　固定資産評価減 6,776千円 6,879千円

　退職給付引当金 103,090千円 83,842千円

　役員退職慰労引当金 14,806千円 18,456千円

　棚卸資産評価減 4,118千円 10,572千円

　税務上の繰越欠損金 1,047,755千円 1,082,170千円

　投資有価証券評価損 88千円 88千円

　その他 12,950千円 20,303千円

　繰延税金資産小計 1,285,735千円 1,322,616千円

　評価性引当額 △1,102,646千円 △1,141,871千円

　繰延税金資産合計 183,088千円 180,745千円

（繰延税金負債）   

　その他有価証券評価差額金 △16,928千円 △58,989千円

　繰延税金負債合計 △16,928千円 △58,989千円

　差引：繰延税金資産の純額 166,159千円 121,756千円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

法定実効税率 30.3％ 30.3％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 1.7％  　3.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.1％  △0.2％

土地再評価差額金の取崩 －  △5.5％

住民税均等割 　 3.9％ 　 6.6％

評価性引当額の純増減 △24.9％ △13.9％

その他  △0.3％ 　0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　10.6％  21.2％

 

（持分法損益等）

　当社は関連会社がありませんので、該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社の主たる事業は、高圧ガス用バルブおよび関連機器類の製造、販売等の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の顧客以外への売上高がないため、記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

矢崎エナジーシステム株式会社 540,422 高圧ガス用バルブ及び関連機器類
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の顧客以外への売上高がないため、記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

サンエツ金属株式会社 561,979 高圧ガス用バルブ及び関連機器類

昌栄機工株式会社 549,285 高圧ガス用バルブ及び関連機器類

矢崎エナジーシステム株式会社 492,036 高圧ガス用バルブ及び関連機器類

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

役員及び個人主要株主等

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員が代表

を務める会

社

サンエツ金属

株式会社

（注４）

富山県

砺波市
301,000

伸銅

精密部品

－

（注５）

黄銅材料の仕入

黄銅材料作業屑

の売却

役員の兼任

黄銅材料の

仕入

（注２）

1,111,834 買掛金 126,981

黄銅材料作

業屑の売却

（注３）

435,774 売掛金 125,902

（注１）取引金額には消費税等が含まれておりません。

（注２）取引条件および取引条件の決定方法

黄銅材料の仕入については、市場価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（注３）取引条件および取引条件の決定方法

黄銅材料作業屑の売却については、市場価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（注４）株式会社ＣＫサンエツの完全子会社であります。

当社監査役釣谷宏行氏は株式会社ＣＫサンエツおよびサンエツ金属株式会社の代表取締役を務めております。

（注５）当社の株式会社ＣＫサンエツに対する議決権等の所有割合は0.43％、被所有割合は2.09％であります。

 

当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員が代表

を務める会

社

サンエツ金属

株式会社

（注４）

富山県

砺波市
301,000

伸銅

精密部品

－

（注５）

黄銅材料の仕入

黄銅材料作業屑

の売却

役員の兼任

黄銅材料の

仕入

（注２）

1,287,067 買掛金 108,612

黄銅材料作

業屑の売却

（注３）

561,979 売掛金 162,296

（注１）取引金額には消費税等が含まれておりません。

（注２）取引条件および取引条件の決定方法

黄銅材料の仕入については、市場価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（注３）取引条件および取引条件の決定方法

黄銅材料作業屑の売却については、市場価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（注４）株式会社ＣＫサンエツの完全子会社であります。

当社監査役釣谷宏行氏は株式会社ＣＫサンエツおよびサンエツ金属株式会社の代表取締役を務めております。

（注５）当社の株式会社ＣＫサンエツに対する議決権等の所有割合は0.44％、被所有割合は2.09％であります。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 82.16円 85.53円

１株当たり当期純利益 4.18円 2.18円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 199,604 104,250

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 199,604 104,250

普通株式の期中平均株式数（千株） 47,802 47,802

 

（重要な後発事象）

（従業員持株会支援信託ＥＳＯＰの導入に伴う第三者割当による自己株式の処分）

　当社は、平成30年５月８日開催の取締役会において、従業員の経営参画意識の高揚と企業価値向上に係るイ

ンセンティブの付与および福利厚生の充実を目的として、「従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ」（以下「本制

度」という。）の導入を決議いたしました。本制度導入の目的および本制度の概要等につきましては以下のと

おりです。

 

１．本制度の目的

　本制度は、「宮入バルブ従業員持株会」（以下「本持株会」といいます。）に対して当社株式を安定的に供

給すること、および信託財産の管理により得た収益を従業員に分配することを通じて、従業員の株価への意識

や労働意欲を向上させるとともに、従業員の福利厚生を図り、当社の企業価値を向上させることを目的として

おります。

 

２．本制度の概要

　本制度は、従業員のインセンティブ・プランの一環として米国で普及している従業員向けの報酬制度である

ＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）および平成20年11月17日に経済産業省より公表されました「新

たな自社株式保有スキームに関する報告書」等を参考にして構築した従業員向けの福利厚生制度です。

　当社が本持株会に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は

信託期間中に本持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め一括して取得します。その後、当該信託

は当社株式を毎月一定日に本持株会に時価で売却します。信託終了時に、株価の上昇等により信託収益がある

場合には、受益者要件を充足する当社従業員に対して金銭が分配されます。

　株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、責任財産限定特約付金銭消費貸借契

約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済することとなります。
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＜本制度の概要＞

信託の種類 特定単独運用の金銭信託（他益信託）

信託の目的
本持株会に対する当社株式の安定的・継続的な供給および受益者要件

を充足する当社従業員に対する福利厚生制度の充実

委託者 当社

受託社 株式会社りそな銀行

受益者 本持株会加入員のうち受益者要件を充足する者

信託管理人 信託管理人となる要件を充足する当社従業員

信託契約日 平成30年５月25日

信託の期間 平成30年５月25日～平成37年６月２日

議決権行使
受託者は、本持株会の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図に

従い、当社株式の議決権を行使します。

取得株式の種類 当社普通株式

取得株式の総額 57,202,200円

株式の取得方法 当社自己株式の第三者割当による取得

 

　なお、本制度実行に伴う自己株式の処分の概要は以下のとおりです。

 

＜自己株式の処分の概要＞

（1）処分期日 平成30年５月30日

（2）処分株式数 普通株式 353,100株

（3）処分価額 1株につき162円

（4）資金調達の額 57,202,200円

（5）処分方法 第三者割当による処分

（6）処分予定先 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

（7）その他
本自己株式処分については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生

を条件とします。

 

 

EDINET提出書類

株式会社宮入バルブ製作所(E01624)

有価証券報告書

61/74



⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 663,956 279,238 29,140 914,054 536,649 10,280 377,405

構築物 137,369 24,645 - 162,015 96,172 3,092 65,842

機械及び装置 1,898,724 43,579 186,451 1,755,852 1,435,234 43,877 320,617

車両運搬具 14,339 - 399 13,940 13,521 183 418

工具、器具及び備品 310,546 32,837 33,497 309,887 267,129 11,049 42,757

土地
2,506,900

(2,418,511)
- 65,900

2,441,000

(2,430,137)
- - 2,441,000

リース資産 21,510 27,729 - 49,239 10,580 3,696 38,658

建設仮勘定 264,894 766,521 331,746 699,669 - - 699,669

有形固定資産計 5,818,240 1,174,552 647,135 6,345,657 2,359,287 72,179 3,986,369

無形固定資産        

ソフトウェア 24,861 8,941 - 33,802 22,368 2,479 11,434

リース資産 68,134 - - 68,134 62,710 12,672 5,424

その他 2,810 - - 2,810 - - 2,810

無形固定資産計 95,806 8,941 - 104,747 85,078 15,151 19,669

（注）１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物・・・テント倉庫（4棟）86,020千円

構築物・・・第四工場アスファルト・コンクリート舗装11,308千円

機械及び装置・・・Y軸仕様NC旋盤12,572千円、気密試験機10,530千円、ハンドル耐久開閉試験機5,320千円

工具、器具及び備品・・・測定顕微鏡4,248千円

リース資産・・・ネスラック4,838千円、主軸移動形CNC旋盤22,890千円

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物・・・旧名古屋営業所建物27,720千円

機械及び装置・・・バルブステム自動組立機12,500千円

土地・・・足立土地30,100千円、旧名古屋営業所土地35,800千円

３　土地の当期首残高及び当期末残高の（内書）は、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第

34号）により行った事業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 564,980 910,002 0.79 －

１年以内に返済予定の長期借入金 290,610 191,310 0.96 －

１年以内に返済予定のリース債務 14,158 11,497 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 168,810 977,500 0.96
平成31年４月１日～

平成40年３月31日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 18,081 36,531 －
平成31年10月21日～

平成39年３月10日

合計 1,056,639 2,126,840 － －

（注）１　「平均利率」については、借入金の期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借

対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 110,000 110,000 110,000 110,000

リース債務 9,432 8,072 5,292 2,746

 

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 249,458 1,398 － 4,785 246,071

賞与引当金 61,233 78,843 61,233 － 78,843

役員退職慰労引当金 49,190 20,125 8,000 － 61,315

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は一般債権の貸倒実績率による洗替及び破産更生債権等の一

部を回収したことによるものであります。

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 639

預金  

当座預金 266,113

普通預金 117,534

通知預金 4,500

定期預金 200,024

小計 588,172

合計 588,812

 

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社東海公司 24,044

昌栄機工株式会社 22,352

株式会社三保産業 22,067

株式会社関東高圧容器製作所 19,883

サノヤス造船株式会社 18,541

その他（注） 141,462

合計 248,351

（注）　株式会社山梨高圧容器検査所他

 

期日別内訳

期日 金額（千円）

 平成30年４月満期（注） 46,895

５月満期 28,119

６月満期 27,206

７月満期 80,197

８月満期 65,932

合計 248,351

（注）期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期の末日が金融機

関の休日であったため、４月期日の金額には期末日満期手形17,367千円が含まれております。
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割引手形の期日別内訳

期日 金額（千円）

平成30年４月満期（注） 205,790

５月満期 121,561

６月満期 97,266

７月満期 52,565

８月満期 7,753

合計 484,937

（注）期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期の末日が金融機

関の休日であったため、４月期日の金額には期末日満期手形36,539千円が含まれております。

 

③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

サンエツ金属株式会社 162,296

昌栄機工株式会社 101,211

矢崎エナジーシステム株式会社 59,947

富士工器株式会社 49,044

タイセイ商事株式会社 38,462

その他（注） 428,567

合計 839,530

（注）　泉鋼業株式会社他

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）
 

（Ａ）

当期発生高
（千円）
 

（Ｂ）

当期回収高
（千円）
 

（Ｃ）

当期末残高
（千円）
 

（Ｄ）

回収率（％）
 

（Ｃ）
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間（日）
(Ａ)＋(Ｄ)

２

（Ｂ）

365
 

801,428 5,267,653 5,229,551 839,530 86.167 56.85

（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。
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④　たな卸資産

貸借対照表項目 区分 金額（千円）

商品及び製品

商品 購入部品 4,008

製品

黄銅弁 445,208

鉄鋼弁 205,699

その他 －

小計 650,907

半製品

黄銅弁 632,750

鉄鋼弁 400,710

その他 －

小計 1,033,460

合計 1,688,375

仕掛品

黄銅弁 31,602

鉄鋼弁 23,713

その他 －

合計 55,315

原材料及び貯蔵品

原材料

材料

黄銅材 42,372

鉄鋼材 3,725

ステンレス鋼材 8,730

鉄鋼鋳鍛造品 48,227

その他 2,134

小計 105,190

購入部品 317,211

小計 422,401

貯蔵品

黄銅屑 32,470

消耗品 3,644

小計 36,114

合計 458,516

 

⑤　投資有価証券

区分 金額（千円）

株式 540,641

合計 540,641
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⑥　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

日川電機株式会社 37,746

株式会社ゴーショー 26,268

サンデン商事株式会社 24,176

株式会社諏訪ねじ 22,418

株式会社昭南発條製作所 22,263

その他（注） 281,483

合計 414,356

（注）　南北産業株式会社他

 

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成30年４月満期 100,692

５月満期 94,041

６月満期 93,757

７月満期 108,949

８月満期 16,915

合計 414,356

 

⑦　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

サンエツ金属株式会社 108,612

大木伸銅工業株式会社 24,852

市原金属産業株式会社 18,186

日川電機株式会社 17,053

南北産業株式会社 14,116

その他（注） 133,513

合計 316,334

（注）　片岡金属他
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⑧　設備関係支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

日経工業株式会社 101,520

南北産業株式会社 42,896

その他 29,103

合計 173,519

 

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成30年４月満期 7,322

５月満期 48,565

６月満期 －

７月満期 61,493

８月満期 56,137

合計 173,519

 

 

⑨　再評価に係る繰延税金負債

区分 金額（千円）

土地再評価に係る繰延税金負債 731,471

合計 731,471
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（３）【その他】

①　当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 1,152,025 2,319,922 3,639,373 4,888,490

税引前四半期（当期）純利益金額（千円） 93,606 107,230 147,908 132,221

四半期（当期）純利益金額（千円） 83,938 83,542 108,136 104,250

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 1.76 1.75 2.26 2.18

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）（円）
1.76 △0.01 0.51 △0.08
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 ─────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得な

い事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ　　http://www.miyairi-valve.co.jp/

株主に対する特典 特記事項なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類、確認書

事業年度（第72期）　（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）平成29年６月29日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月29日関東財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

（第73期第１四半期）　（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）平成29年８月10日関東財務局長に提出

（第73期第２四半期）　（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）平成29年11月14日関東財務局長に提出

（第73期第３四半期）　（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）平成30年２月14日関東財務局長に提出

 

 

EDINET提出書類

株式会社宮入バルブ製作所(E01624)

有価証券報告書

71/74



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成30年６月21日
 

株式会社宮入バルブ製作所
 

 取締役会　御中  

 

 藍監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 古谷　義雄　　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関端　京夫　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社宮入バルブ製作所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

宮入バルブ製作所の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　【注記事項】（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）（有形固定資産の減価償却方法の変

更）に記載のとおり、会社は、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社宮入バルブ製作所の

平成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社宮入バルブ製作所が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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